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１ 回収状況（平成21年７月1５日現在） 

 市内に居住する女性500名、男性500名の計1,000名を対象に17ページのアンケート調査

票を５月15日に発送し、６月１日までの回収として実施しました。 

 ７月 15日現在の回収票数は、381票で、回収率は、38.1％です。内3票が未記入で、有効回

答率は、37.8％となっています。 

 

２ 前回との比較 

 前回（平成12年度）は、1,500 名を対象に、50.5％の回収率となっており、今回も５０%の

回収を目的に、6月1日に、「お礼を兼ねたアンケート協力のお願い状」はかぎを発送しましたが、

40通の回収に止まっています。 

 前回調査は、平成12年に「男女共同参画基本法」が策定され市民の皆さんの関心度が高い状況

下で実施されたことが、高い回収率に反映したものと推察されます。 

 

３ 回収率低下の要因について 

 近年、個人情報の漏洩が新聞紙上に多く見られ、情報漏洩の影響により無記名であるアンケート

調査に対しても、回答者が特定されるとの懸念から、無記名調査への協力をためらうことが推測さ

れます。 

 この傾向は、他の調査においても、同様な傾向が見られ、回収率低下の要因となって現れていま

す。 

 

４ 郵送配付、郵送回収における回収率 

 通常の郵送配付、郵送回収における回収率では、35％前後となっています。 

 今回の回収状況は、通常の回収状況であると判断できます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 市民意識調査の概要 
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● 回答者の年齢 

加齢するに従って回答率が高くなる傾向にあります。６5 歳以上の回答率は、32.2％と回答者

のほぼ３分の1となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●  現在の職業など 

回答者の３割が６５歳以上となっていることから、「無職」が最も多い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 勤務先の所在地 

回答者の5割は市外（23区内）に勤務しており、市内勤務は２割となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

20.4%

52.9%

9.4%

14.1%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１ 狛江市内

２ 市外（23区内）

３ 市外（多摩地区）

４ 市外（都外）

無回答

２ 回答者のプロフール 

11.6%

11.1%

9.8%

9.5%

9.5%

9.0%

9.0%

8.7%

6.1%

5.8%

5.6%

4.0%

0.3%

0% 5% 10% 15% 20%

12．75歳以上

11．70～74歳

９．60～64歳

３．30～34歳

10．65～69歳

５．40～44歳

８．55～59歳

４．35～39歳

７．50～54歳

６．45～49歳

２．25～29歳

１．20～24歳

無回答

21.2%

17.2%

13.2%

11.9%

11.4%

8.5%

4.2%

2.4%

1.3%

1.3%

3.2%

4.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

９ 無職

８ 専業主婦・主夫

１ 事務系の会社員

７ パート・アルバイト

２ 技術系の会社員

11 その他

４ 会社・団体の役員

５ 自営業・農業

３ 公務員

６ 自由業 

10 学生

無回答
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○ 男女の平等にかかわる国や市の施策などへの関心 

● 男女平等について６割の市民は関心を持っている 

全体では、「強い関心を持っている（７.8％）」と「ある程度関心を持っている（5２.８％）」を

あわせた《関心層》は60.6％です。「あまり関心を持っていない（27.1％）」と「まったく関心が

ない（4.3％）」をあわせた《無関心層》は31.4％で、3人に１人の割合を占めています。 

7.8%

52.8%

27.1%

4.3%

7.0%

0.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1強い関心を持っている 

2ある程度関心を持っている

3あまり関心を持っていない

4 まったく関心がない

5 わからない 

6 その他

無回答

 

○ 各分野における男女の地位の平等 

各分野における男女の地位の平等については、「教育（学校・教育機会の場）」、「社会活動（地域

活動・ＰＴＡなど）」、「余暇生活（趣味活動・旅行など）」では男女の地位は、「平等になっている」

と答えていますが、「社会通念・慣習・しきたり」や「職場の中」、「政治の場」では、「どちらかと

いえば、男性が優遇」と思っている方が約６割以上となっています。 

・教育（学校・教育機会の場）では 

 

 
 
 
 
 
 

・社会通念・慣習・しきたりでは 

 

（オ）社会活動（地域活動・ＰＴＡなど） 

 
 
 
 
 

３ 男女平等意識について 

10.7%

63.0%

4.2%

22.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1どちらかといえば、男性が優遇

2 平等になっている

3どちらかといえば、女性が優遇

4 どちらともいえない

無回答

64.2%

13.6%

5.0%

17.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1どちらかといえば、男性が優遇

2 平等になっている

3どちらかといえば、女性が優遇

4  どちらともいえない

無回答
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○ 男女平等教育について必要なこと 

男女平等教育における各施策については、７割から８割の方が男女平等教育の必要性について

「思う」と回答しています。一方で、２割の方が「思わない」と回答しています。 

 ・学校教育の中で、男女平等教育を行う必要はない 

 

 

 

 

 

 

●「学校教育の中で、男女平等教育を行う必要はない」と回答している年齢別割合 

「学校教育の中で、男女平等教育を行う必要はない」と回答している 21.5%の方の年齢別の回

答割合を見ると、３０歳台と 60 歳以上の世代が 20％以上の割合で比較的多い結果となっていま

す。とりわけ、６０歳以上の割合は、必要ないと回答している方が４割強となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●「学校教育の中で、男女平等教育を行う必要はない」と回答している性別割合 

「学校教育の中で、男女平等教育を行う必要はない」と回答している 21.5％の方の性別を見る

と、４割強が「女性」で５割が「男性」となっており、「男性」の割合が「女性」と比較して１割

弱多い結果となっています。 

43.4%

51.3%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1　女性

2　男性

3　無回答

 

 

5.26%

5.26%

11.84%

11.84%

3.95%

6.58%

6.58%

5.26%

13.16%

9.21%

9.21%

11.84%

0.00%

0% 5% 10% 15% 20%

１．20～24歳

２．25～29歳

３．30～34歳

４．35～39歳

５．40～44歳

６．45～49歳

７．50～54歳

８．55～59歳

９．60～64歳

10．65～69歳

11．70～74歳

12．75歳以上

無回答

21.5%

78.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 思う

2 思わない

無回答
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○ 男女共同参画に関する社会の動きや言葉について 

男女共同参画に関する社会の動きや言葉については、セクシュアル・ハラスメント、ドメスティ

ック・バイオレンスは７割以上の方が「内容を知っている」と回答しています。また、男女雇用機

会均等法、育児・介護休業法などは、５割前後の方が「内容を知っている」と回答しています。 

一方、こまえ男女平等推進プラン、狛江市男女共同参画推進情報誌「こまえーる」、狛江市男女

共同参画推進フォーラムについては、８割以上の方が「知らない」と回答しており、「知っている」

と回答している割合は、いずれも1%となっています。 

今後は、周知・広報活動を重点的に行い、「周知度」を高めていく必要があります。 

 

○ 政策の企画や方針決定の過程に女性の参画が進まない理由 

●「男性優位の組織運営」が最も多い 

政策の企画や方針決定の過程に女性の参画が進まない理由についての回答では、「男性優位の組

織運営（59.3％）」が最も多く、次いで、「女性の参画を積極的に進めようと意識している人が少

ない（43.7％）」、「家庭、職場、地域における性別による役割分担や性差別の意識（43.4％）」と

なっています。（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

43.4%

59.3%

38.9%

25.7%

23.8%

43.7%

5.0%

4.2%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1家庭、職場、地域における性別による役割分担や

性差別の意識

2　男性優位の組織運営

3  家庭の支援・協力が得られない 

4　女性の能力開発の機会が不十分 

5　女性側の積極性が十分でない 

6　女性の参画を積極的に進めようと意識している

人が少ない 

7　その他

8　わからない

無回答

４ 男女共同参画社会の推進に関することがらについて 
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○ 職場における、仕事の内容や待遇面で性差別の経験 

●「女性に対して平等である」が 4割弱と最も多い 

職場における、仕事の内容や待遇面で性差別の経験についての回答では、「女性に対して平等で

ある（36.６％）」が最も多く、次いで、「男性に比べて、女性の昇進・昇格が遅い、または望めな

い（31.4％）」、「男性に比べて、女性の採用が少ない（25.7％）」、「女性には就けないポスト・職

種がある（21.5％）」となっています。平等の職場がある一方で、まだ性差別が続いている職場が

あるとの回答が２割前後ある状況を示しています。（複数回答） 

 

31.4%

25.7%

16.8%

7.3%

5.8%

14.7%

11.0%

21.5%

6.3%

14.7%

9.9%

6.8%

36.6%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．男性に比べて、女性の昇進・昇格が遅い、ま

たは望めない         

２．男性に比べて、女性の採用が少ない 

  ３．同期・同年齢で入社した男性との間に賃金

格差がある             

４．教育・訓練の内容で男女に差がある

  ５．セクシュアル・ハラスメント（性的いやが

らせ）がある            

 ６．女性が結婚や出産を機に退職する慣習があ

る 

  ７．女性が長く就労することを歓迎しない雰囲

気がある                

８．女性には就けないポスト・職種がある

  ９．企画会議などの意思決定の場に女性が参加

できない傾向がある      

 10．女性のみにお茶汲み・コピー・掃除などが

期待される             

 11．女性は補助的な仕事しかさせてもらえない

 12．その他

13女性に対して平等である

無回答

 
 
 
 
 
 

５ 就労環境、ワーク・ライフ・バランス、結婚について 
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○ ワーク・ライフ・バランス（希望と現実） 

● 男性の希望と現実 

 希望する状態では、34.4％の方が「仕事と家事とプライベートな時間を両立」、24.0％の方が

「仕事とプライベートな時間を優先」を望んでいますが、現実の状態においては、58.4％の方は

「仕事を優先」が第1位、次に11.4％の方は「仕事とプライベートな時間を優先」となっていま

す。 

 「仕事と家事とプライベートな時間を両立」の希望と現実に大幅な格差があり、現実には、仕事

に追われている状況を示しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 女性の希望と現実 

 希望する状態では、48.3％の方が「仕事と家事とプライベートな時間を両立」を希望し、16.9％

の方が「家事とプライベートな時間を優先」を望んでいますが、現実の状態においては、25.0％

の方は「家事を優先」が第1位となり、次に21.5％の方が「仕事を優先」となっています。 

「仕事と家事とプライベートな時間を両立」の希望と現実に大幅な格差があり、現実には、家事、

仕事に追われている状況を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1%

21.5%

4.5%

25.0%

6.2%

5.2%

11.2%

18.0%

11.8%

8.7%

16.9%

13.4%

48.3%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性　希望する状態

女性　現実の状態

1　仕事を優先 2　家事を優先 3　プライベートな時間を優先

4　仕事と家事を優先 5　仕事とプライベートな時間を優先 6　家事とプライベートな時間を優先

7仕事と家事とプライベートな時間を両立

 

10.4%

58.4%

4.5%

5.4%

14.3%

6.7%

6.5%

8.7%

24.0%

11.4%

5.8%

3.4%

34.4%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性　希望する状態

男性　現実の状態

1　仕事を優先 2　家事を優先 3　プライベートな時間を優先

4　仕事と家事を優先 5　仕事とプライベートな時間を優先 6　家事とプライベートな時間を優先

7仕事と家事とプライベートな時間を両立
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○ ワーク・ライフ・バランスのために必要な施策   

● 女性が求めるワーク・ライフ・バランスのために必要な施策 

 女性の回答では、「４保育園・学童保育所など子育て環境の整備・充実」が第1位で、次いで「３

労働条件の整備（労働時間短縮、フレックスタイムの普及等）」、「８家族や配偶者(パートナー)の理

解・協力」、「１働く場の確保・再雇用制度の推進・充実」、「２育児・介護休業制度の普及」と続き、

子育てに関する施策が上位に挙げられています。（複数回答） 

 

35.0%

34.5%

32.5%

28.2%

22.8%

20.9%

13.1%

12.1%

11.2%

7.8%

5.3%

3.9%

3.9%

2.4%

1.9%

1.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

4　保育所など子育て環境の整備・充実

3　労働条件の整備

8　家族や配偶者(パートナー)の理解・協力

1　働く場の確保・再雇用制度の推進・充実

2　育児・介護休業制度の普及

10在宅福祉と特養老人ホームなどの施設福祉の充実

5ワーク・ライフ・バランスを大切にする意識啓発

7　固定的性別役割分担意識をなくす

15　育児・介護休業取得に伴う人材の確保

12　子育て・見守り、助け合いの体制づくり

9　昇進や賃金、教育訓練など男女平等の徹底

6　結婚退職、出産退職の慣行をなくす

11　職場における女性の積極的な登用

14ワーク・ライフ・バランスに取組む企業のＰＲ

13　地域活動・ボランティア参加への理解

16　その他

無回答
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○「男は仕事、女は家庭」という考え方について 

● いまだに「男は仕事、女は家庭」という考え方を持っている方が 1割以上 

「男は仕事、女は家庭」という考え方についての回答では、「そう思わない（55.2％）」が最も

多く、次いで、「どちらともいえない（27.9％）」、「そう思う（14.２％）」となっています。 

いまだに「男は仕事、女は家庭」という考え方を持っている方が1割強以上います。 

14.2%

27.9%

55.2%

2.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1　そう思う

2　どちらともいえない

3　そうは思わない

4　わからない

無回答

 

 

○「男は仕事、女は家庭」という考え方の主な理由 

● 男女の固定的な役割分担意識を持ち続けている方が 4割弱 

「男は仕事、女は家庭」という考え方の主な理由についての回答では、「男性は仕事、女性は家

事・育児に向いているから（36.5％）」が最も多く、次いで、「夫婦の役割をはっきりと分けるほ

うが仕事も家庭もうまくいくから（23.5％）」、「家族を養うのは男性の責任で、子育てや夫の世話

は女性の責任だから（17.6％）」となっています。 

 

36.5%

23.5%

17.6%

10.6%

5.9%

3.5%

1.2%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1男性は仕事、女性は家事・育児に向いているから  

5夫婦の役割をはっきりと分けるほうが仕事も家庭もう
まくいくから 

2家族を養うのは男性の責任で、子育てや夫の世話は女

性の責任だから

3子どもの頃から、そうした教育をされているから

7　その他

6　社会全体にそうした風潮があるから

4女性は仕事を持っても不利な条件に置かれているから 

無回答

６ 家事・育児・介護について 
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○ 男性が育児・介護休業を取得することについて 

育児や家族介護を行うために、法律に基づき育児休業や介護休業を取得できる制度があります。

「この制度を活用して、男性が育児休業や介護休業を取得することについて」の回答。 

（１）育児休業 

●「取得したほうがよい」は９割弱 

男性が育児休業を取得することについての回答では、「積極的に取得したほうがよい（57.9％）」

が最も多く、次いで、「どちらかといえば取得したほうがよい（31.８％）」となっています。 

 

 

（２）介護休業 

 

 

 

 

 

 

 

（2）介護休業 

●「取得したほうがよい」は 9割強 

男性が介護休業を取得することについての回答では、「積極的に取得したほうがよい（61.8％）」

が最も多く、次いで、「どちらかといえば取得したほうがよい（31.５％）」となっています。 

育児休業とほぼ同様な回答となっています。 

61.8%

31.5%

6.3%

0.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1　積極的に取得したほうがよい

2　どちらかといえば取得したほうがよい

3どちらかといえば取得しないほうがよい

4　取得しないほうがよい

無回答

 

 

 

 

 

57.9%

31.8%

8.4%

1.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1　積極的に取得したほうがよい

2　どちらかといえば取得したほうがよい

3どちらかといえば取得しないほうがよい

4　取得しないほうがよい

無回答
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○ 配偶者（事実婚や別居、離別を含む）や恋人などのからの暴力 

配偶者や恋人などからの暴力については、1年以上前の「大声で怒鳴られた」の割合は、4人に

1人の割合に達しています。また、わずかですが 1年以上前に、「命の危険を感じるくらいの暴力

を受けた」との回答もありました。 

言葉による暴力も含め、配偶者間の暴力（ドメスティック・バイオレンス）については「暴力」

のもつ意味を再確認する必要があり、広く周知していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 暴力を受けたときの相談の有無 

● 「暴力を受けたときの相談」は 3割弱にとどまっている 

配偶者・恋人から暴力を受けたときの相談についての回答では、「相談しなかった」が 6 割以上

となっています。相談した方は、3割弱にとどまっています 。 

 

 
 

 

 

 

 

 

● 暴力を受けたときの相談相手は「友人・知人」が 6割弱 

配偶者・恋人から暴力を受けたときの相談相手は、「友人・知人」が57.1％、「家族」が48.6％、

「医師」が11.4％となっています。（複数回答） 

 

７ 配偶者間の暴力（ドメスティック・バイオレンス）について 

・大声で怒鳴られた
この1年

1年以上前

5.1%

8.0%

86.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1　何度もあった

2　１、２度あった

3　まったくない

無回答

9.0%

15.2%

75.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1　何度もあった

2　１、２度あった

3　まったくない

無回答

27.6%

63.8%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1　相談した

2　相談しなかった

無回答
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○ 配偶者間の暴力について相談するところの認知度 

●「警察署」が 4割弱の認知度にある一方で「どこも知らない」が２割を超えている 

配偶者・恋人から暴力を受けたときの相談先は、「警察署（37.0％）」が最も多く 4 割弱となっ

ています。一方、「どこも知らない（24.9％）」、「狛江市役所政策室（16.4％）」となっています。

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 暴力に対する対策や支援 

●「安全に過ごせる避難場所」、「警察の積極的な対応」、「相談機関の PR活動の充実」が３割。 

配偶者やパートナーからの暴力に対する対策や支援は、「被害者とその子どもが安全に過ごせる

避難場所（38.1％）」が最も多く、次いで「警察の家庭内暴力への積極的な対応（32.8％）」、「相

談機関があることの PR活動の充実（31.5％）」といずれも３割を超えています。 

（複数回答） 

38.1%

32.8%

31.5%

27.2%

24.6%

17.2%

17.2%

11.6%

9.0%

3.2%

1.3%

19.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

3被害者とその子どもが安全に過ごせる避難場所

6　警察の家庭内暴力への積極的な対応

2　相談機関があることのPR活動の充実 

4　被害者とその子どもが安全に暮らせる住宅

5　緊急時の生活費の支援制度の充実

1相談機関の増設・質的な向上・連携体制の強化

9　配偶者などからの暴力は犯罪という啓発活動

8　暴力を振るう側の再教育

7　配偶者などからの暴力に関する法律

11　わからない

10　その他

無回答

 

37.0%

24.9%

16.4%

10.3%

7.1%

6.6%

4.8%

3.4%

2.4%

25.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

3　警察署

9　どこも知らない

1　狛江市役所　政策室

2狛江市役所子育て支援課

7女性の人権ホットライン

6警視庁総合相談センター

4東京都女性相談センター 

5　東京ウィメンズプラザ

8　その他の相談窓口

無回答
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○ 男女共同参画社会づくりのため、力を入れるべき施策 

●「介護サービスの充実」、「子育て支援サービスの充実」などの少子・高齢社会施策 

男女共同参画社会づくりのため、力を入れるべき施策については、回答者の３割が６５歳以上と

なっており、第 1 位に「介護サービスの充実」が挙げられています。次いで、「子育て支援サービ

スの充実」、「家庭における男性の家庭責任への参加と意識改革」、「子育て事業、介護事業などの充

実によるワーク・ライフ・バランスの普及啓発」、「地域福祉活動の促進」、「男女平等教育を育む学

校教育の推進」と続いています。（複数回答） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
44.2%

34.9%

25.7%

23.8%

22.5%

20.9%

18.0%

17.2%

16.4%

15.1%

13.2%

13.2%

12.4%

11.4%

10.6%

8.2%

7.9%

7.9%

7.1%

7.1%

6.9%

6.6%

6.6%

5.0%

4.8%

4.8%

3.2%

2.9%

1.9%

1.1%

0.5%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

24　介護サービスの充実

23子育て支援サービスの充実

4家庭における男性の家庭責任への参加と意識改革

16子育て事業、介護事業などの充実によるワーク・ライフ・バランス

の普及促進

28　地域福祉活動の促進

1　男女平等教育を育む学校教育の推進

27住宅、道路、公園等のバリアフリーの推進による暮らしやすい環境

づくり

2多様な学習機会を通じた社会教育事業の充実

15広報「こまえ」、パンフレット、小冊子の配布による法制度の周

知・啓発

29　生きがいづくりの推進

5国・都と連携した啓発事業の推進による男女共同参画社会の形成

8　多様なメディアを活用した情報提供

22　再就職希望者への自己啓発の支援

9　女性担当窓口・女性相談体制の強化  

17事業者に対して就業環境の改善要請による労働者の権利の確保

6　男女平等のための法制度の情報提供

12審議会、委員会など政策決定機関への女性の参画

18事業者との連携強化による良好な就労環境の推進

20　事業者への法制度遵守の啓発

25　人材の確保と研修

14　市民活動への参画の支援

3女性団体ネットワークづくりなどの地域活動団体への支援

10男女平等意識の育成とリプロダクティブ・ヘルス／ライツの確保

11　市政に参画する情報提供

7人権意識の広報やパンフレット配布などによる啓発活動の拡充

13学校教育の場における男女平等の啓発

31　特にない

26職員研修、女性セミナー、保健教室などを通じた男女平等意識の啓

発

30　その他

19自営業・農業における男女共同参画社会の普及啓発

21情報誌を通じた情報提供及び商工会等との情報交換

無回答

８ 男女共同参画社会の実現をめざしてのこれからの市の施策 
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